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Abstract

In today’s shrinking workforce, improving the productivity of each individual within an 
organization is essential, including the non-managerial employees who make up the 
majority of the workforce. This study defines “steady workers” as middle-aged and senior 
non-managerial employees ages 35 to 54 who have attained a certain level of proficiency 
through years of experience in the organization and who exhibit a low rate of job 
turnover.
The purpose of this study was to analyze multiple dimensions of their work motivation 
using Ikeda and Morinaga’s scale（2017）and to elucidate the relationship between key 
determinants of work motivation and the outcomes they lead to.
Based on quantitative data from 164 respondents obtained through an online survey, we 
identified a new motivational factor termed “contribution/growth-oriented motivation,” 
which differs from Ikeda and Morinaga’s findings（2017）. Our analysis further revealed 
that this motivation is strongly influenced by “ a highly specialized job” “meaningful 
work,” and “a sense of role.” Moreover, this study clarified the relationship between 
motivational factors for steady workers and the outcomes of those factors.

１. 問題意識と研究の目的
　日本の社会では、少子高齢化の進行により労働力人口は年々減少している。わが国の労働
力人口の推移は、1995 年にピークを迎え、その後 6,400 万人前後を維持しており、大きな増
減は見られない。しかし、組織の中核的な労働力といえる 35 ～ 54 歳までの就業者数は、年々
減少しており、1995 年と 2020 年を比較すると 381 万人も減少している。そして、今後も少
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子高齢化が進んでいくことで、わが国は、労働力不足により国内需要の減少や経済規模の縮
小など様々な社会的・経済的な課題の深刻化などが懸念される。政府はこの問題に対し高齢
者や女性の雇用促進に取り組んでいるが、これだけでは現状の働き手不足を補うには至って
いない。そのような状況下で産業の発展を維持するためには、一人ひとりの生産性を向上さ
せることが不可欠である。
　生産性向上に対して働く環境の改善や従業員の意欲向上が重要であると提唱されている〔厚
生労働省 ,2014,ブッシュら ,2018〕。例えば、厚生労働省は雇用支援対策の一環として、「働き
がい」と「働きやすさ」の向上を主張している。「働きやすさ」は、職場環境の改善を通じて
労働効率を高めることを意味し、「働きがい」は、従業員の仕事への意欲向上を図ることであ
り、その２つが同時に求められている。
　また、働く意欲の向上や人材の戦力化は、特定の層に限定せず、すべての従業員を対象と
すべきだとの議論もなされている。人手不足が進行する中、石山〔2018〕は「既存の人材が
いかに活躍できるかが重要である」と述べている。さらに、守島〔2021〕も「組織に属する
全員を戦力化することが重要である」と指摘している。人材の戦力化に関しては選抜型での
育成もあるが、一人ひとりの生産性を高めることを目指し、全社員を巻き込む包摂的なアプ
ローチが求められている。
　実際の組織で働く人に目を向けると、働く意欲の減退や組織依存の問題が指摘されている
〔石山 ,2018〕。その一因として、キャリアプラトーが挙げられる。キャリアプラトーとは、昇
進やキャリア展望が停滞し、個人が不満や行き詰まりを感じる状態を指す〔バードウィッ
ク ,1986〕。昇進機会の欠如により、キャリアの限界を感じたり、将来の不透明さが不安を引
き起こしたりすることで、キャリアプラトーに陥ると考えられる。Chao〔1990〕は、キャリ
アプラトーの主観的認知が職務行動にネガティブな影響を与えることを実証している。さら
に、石山〔2018〕は、大量の定量データを分析し、44 ～ 45 歳の時期にジョブパフォーマン
スが低下する傾向を発見し、これを「昇進の罠」と名付けた。彼は、この現象を、キャリア
プラトーによるモチベーションやパフォーマンスの低下と関連付けている。
　しかし一方で、組織コミットメントは 35 歳を超えた頃から高まり始め、転職率の低下が見
られることが明らかになっている〔総務省統計局 ,2020〕。このコミットメントの向上は、自
己のキャリアへの期待や、組織への愛着の高まりを示す一方で、中高年層には終身雇用制度
の恩恵から組織への依存、つまり「ぶら下がり」が増えることが問題視されることもある。
　以上の議論を踏まえると、組織で働く 35 歳以上の従業員には多くの課題が存在することが
わかる。労働力不足が続く中、全員の戦力化を図り、一人ひとりの生産性を向上させるため
には、35 ～ 54 歳の従業員の仕事に対する意欲を高めることが重要な課題となる。
　本研究では、これまでの研究であまり扱われてこなかった、35 ～ 54 歳の中高年非管理職
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従業員を「堅実層」と定義し、研究対象とする。「堅実層」は、組織内で長年の実務経験を蓄
積し、一定の熟達度を有するとともに、組織独自の業務プロセスを理解し、オペレーション
業務の中心的な役割を担う人材である。安定・信頼・熟練・献身性などの特性をもつ労働者
層であり、組織にとって欠かせない存在といえよう。
　本研究の目的は、堅実層の動機づけを明らかにし、それを高める要因や成果との関係を探
ることである。まず、池田・森永〔2017〕の仕事モチベーションの 4側面を用いて堅実層の
動機づけの構造を分析する。さらに、服部〔2020〕が指摘するように、モチベーションとさ
まざまな要因の因果関係を探ることが重要であることから、動機づけを高める要因、とその
成果を定量的に解明する。モチベーションを中心概念として、その先行要因と成果の関係を
定量的なデータにより検証した研究は少ない。本研究では、モチベーション、先行要因、成
果に関して複数の構成概念や多くの変数を用いて、その関係を探索的に解明することを目的
としている。
　

２. 先行研究
2-1. ワークモチベーション
　ワークモチベーションについて論じる前に、モチベーションとは何かを考えてみる。ヤン
グは、モチベーションを「行動を触発し、その行動を維持し、さらに一定の方向へ導いてい
く過程である」と定義している〔高橋ら ,2013, p.69〕。これは言い換えれば、「やる気」を引
き出し、それを持続させながら特定の方向へ向かわせることがモチベーションということで
ある。この「やる気」が仕事に向けられたものが、ワークモチベーションである。
　ミッチェルは、ワークモチベーションを「目標に向けて行動を方向付け、活性化し、維持
する心理的プロセス」〔服部 ,2020, p.129〕と定義しており、この定義はワークモチベーショ
ン研究において広く用いられている。さらに、服部〔2020〕は、ヤング、カンファー、ミッチェ
ルたちは、ワークモチベーションを3つの次元で構成されるとしていると述べている。つまり、
組織の目標をなぜ、どのように達成するかを意味する「方向性」、目標達成に向けた熱意や意
欲の度合いを示す「強度」、そして目標達成に向けた活動をどれだけ継続できるかを示す「持
続性」の３つである。
　ワークモチベーションの測定方法には、モチベーションが高まると現れる行動を測定する
間接的測定方法。モチベーションそのものではなくモチベーションを高める規定要因を測定
することでモチベーションを推測する方法。そして、動機づけられた状態そのものを測定す
る方法の 3つがある。本研究では、動機づけられた状態そのものを測定する池田・森永〔2017〕
の多面的仕事モチベーション尺度を用いる。この尺度は、動機づけられた状態を多面的に捉
えようとする特徴があり、ワークモチベーションを方向性・強度・持続性の 3次元で捉える
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とともに、競争・協力・達成の３つに、日本人の特性として学習を加えた 4側面で構成され
ている。この尺度は、従来のワークモチベーションの概念規定を新たに行っただけでなく、様々
な職種で活用可能な多面的仕事モチベーション尺度となっている。しかし、この尺度を使っ
た研究はまだ少なく、この 3次元４側面からなる尺度の妥当性は、データによりまだ十分に
検証されているとは言いがたい。
　以上の点から次のようなリサーチクエスチョン（Research Question：RQ）を設定した。
　

RQ1:堅実層のワークモチベーションでは、池田・森永〔2017〕の 4側面構造は、どのよう
になっているのか。

　
2-2. 先行要因とワークモチベーションの関係
　ワークモチベーションを高める先行要因として、「職務特性」、「心理的居場所感」、「仕事の
意味深さ」の 3つを採り上げる。
　
1) 職務特性
　職務特性がモチベーションに与える影響については、多くの研究が行われており、その中
でも Hackman & Oldhamによって提唱された職務特性理論は広く知られている。この理論は
「技能多様性」、「タスク完結性」、「タスク重要性」、「自律性」、「フィードバック」の 5つの特
性で構成されている。これらの特性が備わることで、「重要な心理状態」が喚起され、結果と
して内発的動機づけが高まるとされる。特に、技能多様性、タスク完結性、タスク重要性の
3つの特性は ｢仕事の有意義感｣ を、自律性は仕事の結果に対する「責任感」を、そしてフィー
ドバックは「仕事の成果の理解」を高める。これらの 3つの重要な心理状態を実感すること
で内発的動機づけが高まるだけでなく、業績や満足感などの成果も高まると考えられている
〔レイサム ,2007,服部 ,2020〕。
　職務特性の水準は、業務の複雑さによって異なる。単純作業では職務特性が低くなり、高
度で多様な判断が求められる業務では職務特性が高くなる傾向にある。有吉ら〔2018〕は、
実証研究の結果として、定型業務においては職務特性の水準が低いため、モチベーションが
抑制されることを示している。
　
2) 心理的居場所感
　心理的居場所感の概念は、もともと教育心理学領域で研究されてきたが、近年では組織心
理学の分野でも注目されている。花田〔2013〕は、「居場所」という言葉がキャリアカウンセ
リングの場で頻繁に用いられると述べている。本研究では、職場における心理的居場所感が、
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ワークモチベーションに影響を与えると考え、先行要因として採用する。
　中村・岡田〔2016〕の研究によると、心理的居場所感は「居場所役割感」、「居場所安心感」、
「居場所本来感」の 3つの要素から構成されている。居場所役割感は、自分にしかできない役
割があり他者のために役立っていると感じることを指し、居場所安心感は、職場で居心地の
良さを感じ落ち着いていられることを意味する。そして、居場所本来感は、自分らしく行動
できそれが受け入れられていると感じることである。これらの要素が心理的居場所感を構成
している。
　心理的居場所感に関する研究として、田中・石山〔2020〕は、居場所役割感が上司部下交
換関係（Leader-Member Exchange：LMX）や職場のチームワーク、職務パフォーマンスと
の関連を媒介する間接効果があることを明らかにしている。つまり、LMXによって、適切な
フィードバックが行われることで、自分の役割や貢献を認知し、居場所役割感を得ることが
できる。その結果、職務パフォーマンスにも正の影響をもたらすというものである。
　しかし、これまでの研究では、居場所役割感と職務パフォーマンスの関係のみに焦点が当
てられており、3つの居場所感とワークモチベーションの関係については十分に検討されて
いない。
　
3) 仕事の意味深さ
　「仕事の意味深さ」は近年注目されている概念であるが、まだ統一的な定義は確立されてい
ない。Steger et al.〔2012〕は、「仕事の意味深さ」を「仕事が意味のあるもの、目的があるもの、
高い目的のために役立っているものと感じ、天職に就いていると認識すること」であると定
義している。また、仕事の意味深さの概念は、社会や組織に対してより大きな影響を与えた
いと感じる「より高邁なモチベーション（Greater Good Motivation）」、自分の仕事を重要で
意味のあるものと感じる「ポジティブな意味づけ（Positive Meaning）」、仕事が人生の意味
を構成する重要な要素だと認識する「意味づけへの貢献（Contribution to Meaning-Making）」
の 3つの要素から構成されると考えられている。
　Steger et al.〔2012〕は、これらの要素を測定するための尺度として、WAMI：Work as 

Meaning Inventoryを開発した。彼らの研究では、仕事の意味深さがウェルビーイング（Well-

being）と正の関係を持つことが示されている。また、仕事の意味深さを感じることは、個人
の成長だけでなく人生の意義にもつながり、さらに組織との関係性を強化し、企業にも利益
をもたらすことを指摘している。
　仕事の意味深さの概念は、Hackman & Oldhamの職務特性理論における「重要な心理状態」
とも通じる部分があり、ワークモチベーションとの関係が強いことが予想される。しかし、
日本国内における研究では、本橋〔2019〕による企業倫理研究などでは取り上げられている
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ものの、ワークモチベーションとの関連性を検討した研究はほとんど見られていない。
　以上の点を踏まえ、本研究では以下の RQを設定した。
　

RQ2:「職務特性」、「心理的居場所感」、「仕事の意味深さ」は、堅実層のワークモチベーショ
ンにどのような影響をもたらしているのか。

　　
2-3. ワークモチベーションと成果との関係
　ワークモチベーションと成果との関係に関する研究は、これまで十分に進められてこなかっ
た。しかし、ワークモチベーションがどのような要因によって高められ、その結果として、
個人や組織にどのような影響を及ぼすのかを明らかにすることは、理論的にも実務的にも重
要である。まず、モチベーションと成果の関係について整理し、そのメカニズムを明らかに
する。本研究では、レイサム〔2009〕の統合モデルを参考にワークモチベーションがもたら
す成果を図式化した（図 1参照）。
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図 1 ワークモチベーションの統合モデル 出所：レイサム〔2009,p372 より一部抜粋〕 
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として用いられた「ウェルビーイング（Well-being）」を成果変数として採用する。これらの
成果変数により、ワークモチベーションが具体的にどのような成果をもたらすのかを検討す
る。
　以上の点を踏まえ、本研究では、ワークモチベーションと成果の因果関係を明らかにする
ため、以下の RQを設定した。
　
　RQ3：堅実層のワークモチベーションは、どのような成果をもたらしているのか。　

３. 研究方法
3-1. 調査方法
　本研究では、組織に所属する「堅実層」を対象に、ウェブによる質問紙調査を実施した。
調査はインターネット上のアンケートサイトを利用し、SNSなどのソーシャルメディアを通
じて回答者を募集した。調査に際しては、回答者のプライバシーを保護し、倫理的配慮を徹
底するため、以下の点に留意した。まず、回答は完全匿名とし、個人が特定されることがな
いように設計した。また、回答者に不利益が生じることのないように配慮し、調査結果の使
用目的や保管期間を明示した。さらに、回答者の同意を得た場合のみアンケートの回答ペー
ジに進めるように設定した。
　調査期間は 2021 年 9 月 4 日から 18 日の 14 日間であり、アンケートサイトの訪問者は 1,157
名であった。そのうち 170 名がアンケートに回答し、回答に不備があるものを除外した結果、
最終的に 164 名（男性 65 名、女性 99 名）を分析対象とした。
　回答者の基本属性は、平均年齢、45.3 歳（SD=5.28）、平均勤続年数、12.0 年（SD=8.11）、
職務経験年数、平均 11.89 年（SD=9.01）、最長 34 年であった。
　本調査を通じて得られたデータを基に、「堅実層」のワークモチベーションとその先行要因、
さらには成果との関係を明らかにしていく。

3-2. 測定尺度
　本研究では、「堅実層」のワークモチベーションの構造、およびワークモチベーションと先
行要因・成果との関係を明らかにするため、複数の尺度を用いて測定を行った。また、「堅実層」
のモチベーションと先行要因ならびに成果を包括的に調査するため、既存の尺度を援用しな
がら調査票を作成した。ただし、オリジナルの尺度をそのまま使用すると項目数が過剰にな
るため、各尺度内の因子負荷量の低いものを除外するなどの調整を行い、フェイスシート（8
項目）を含め 99 項目からなる調査票を作成した。使用した尺度、項目数は表 1に示す。
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３.研究方法 

3-1.調査方法 

本研究では、組織に所属する「堅実層」を対象に、ウェブによる質問紙調査を実施し
た。調査はインターネット上のアンケートサイトを利用し、SNS などのソーシャルメデ
ィアを通じて回答者を募集した。調査に際しては、回答者のプライバシーを保護し、倫理
的配慮を徹底するため、以下の点に留意した。まず、回答は完全匿名とし、個人が特定さ
れることがないように設計した。また、回答者に不利益が生じることのないように配慮
し、調査結果の使用目的や保管期間を明示した。さらに、回答者の同意を得た場合のみア
ンケートの回答ページに進めるように設定した。 

調査期間は 2021 年 9 月 4 日から 18 日の 14 日間であり、アンケートサイトの訪問者は
1,157 名であった。そのうち 170 名がアンケートに回答し、回答に不備があるものを除外
した結果、最終的に 164 名（男性 65 名、女性 99 名）を分析対象とした。 

回答者の基本属性は、平均年齢、45.3 歳（SD=5.28）、平均勤続年数、2.0 年
（SD=8.11）、職務経験年数、平均 11.89 年（SD=9.01）、最⻑ 34 年であった。 

本調査を通じて得られたデータを基に、「堅実層」のワークモチベーションとその先行
要因、さらには成果との関係を明らかにしていく。 

 
3-2.測定尺度 

本研究では、「堅実層」のワークモチベーションの構造、およびワークモチベーション
と先行要因・成果との関係を明らかにするため、複数の尺度を用いて測定を行った。ま
た、「堅実層」のモチベーションと先行要因ならびに成果を包括的に調査するため、既存
の尺度を援用しながら調査票を作成した。ただし、オリジナルの尺度をそのまま使用する
と項目数が過剰になるため、各尺度内の因子負荷量の低いものを除外するなどの調整を行
い、フェイスシート（8 項目）を含め 99 項目からなる調査票を作成した。使用した尺
度、項目数は表 1 に示す。 

 

 
表 1 堅実層のワークモチベーションの測定尺度 
 

開発者 尺度名 項目数
ワーク・モチベーション 池田・森永（2017） 多側⾯・仕事モティベーション尺度 24

職務特性 MorgesonとHumphrey（2006）* WDQ（The Work Design Questionnaire） 19

⼼理的居場所感 中村・岡田（2016） 職業⽣活における⼼理的居場所感尺度 9

仕事の意味深さ Steger et, al,（2012） WAMI（Work and Meaning Inventory） 6
職務満足 Weiss et al.(1967)* MSQ(Minnesota Satisfaction Questionnaire) 5
ジョブインボルブメント Kanungo(1979)* ジョブ・インボルブメントの尺度 4
職務パフォーマンス Williams &Anderson(1991)* 役割内⾏動（IRB）/組織市⺠⾏動（OCB） 10
人⽣における⽣きがい 熊野（2013） ⽣きがい状態感尺度 8

*服部〔2020〕より引用

先
⾏
要
因

成
果

 表 1　堅実層のワークモチベーションの測定尺度

４. 分析結果
4-1. 分析
　調査によって入手した、164 名のデータのすべての項目について平均値と標準偏差を算出
した。その結果、天井効果およびフロア効果が見られないことを確認した（表 2参照）。分析
には IBM SPSS Statistics Ver.28 を使用した。

 
表 2 使用変数の平均値、標準偏差、相関行列 （n=164） 

 
  

表 2　使用変数の平均値、標準偏差、相関行列　（n ＝ 164）

4-2. ワークモチベーションの４側面
　RQ1 を解明するために、池田・森永〔2017〕の研究と同様に因子分析（最小二乗法・プロマッ
クス回転）を実施した。その結果、4つの因子が抽出された（表 3参照）。それは、競争志向
モチベーション（競争志向M）、貢献・成長志向モチベーション（貢献・成長志向M）、協力
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志向モチベーション（協力志向M）、完遂志向モチベーション（完遂志向M）と呼べるもの
であった。
　そのうち「競争志向Ｍ」、「協力志向Ｍ」は池田・森永〔2017〕とほぼ同様の因子構造であっ
た。しかし、他の 2因子は彼らの研究とは異なるものであった。その 1つとして、「貢献・成
長志向Ｍ」という新たな因子が発見された。これは、池田・森永〔2017〕の「学習志向モチ
ベーション」と「達成志向モチベーション」が合わさったものである。つまり、同僚や職場、
組織への貢献を意識する「達成志向モチベーション」と、自らの知識・技能を高めたり、成
長したりすることにエネルギーを注ごうとする「学習志向モチベーション」とが一緒になり、
1つの因子を形成していた。
　もう 1つの因子は、「完遂志向Ｍ」と呼べるものである。これは池田・森永〔2017〕の達成
志向モチベーションの 2項目から構成されている。つまり、自分の仕事を完成させるために
粘り強く取り組むという、達成志向モチベーションの尺度のうち、持続性に関するものだけ
から構成されているのである。

 
表 3 堅実層のワークモチベーション因子分析 

  
表 3　堅実層のワークモチベーション因子分析
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　なお、4つの因子の平均値（5点スケール換算）は、「貢献・成長志向Ｍ」3.73、「完遂志向Ｍ」
3.73、「協力志向Ｍ」3.65、「競争志向Ｍ」3.13 で、今回の堅実層のサンプルでは「貢献・成長
志向Ｍ」と「完遂志向Ｍ」の２つが最も高かった。

4-3. 先行要因との関係
　先行要因に関する項目を因子分析（主因子法、プロマックス回転）した結果、8つの因子
が抽出された。職務特性から、「仕事の専門性・高度性」、「仕事の完結性・見通し」、「仕事の
多様性」、「仕事の重要性」、「仕事での自立性」5因子が抽出された。次に心理的居場所感から、
「居場所安心感」、「居場所役割感」の 2因子。そして、仕事の意味深さから「仕事の有意味性」
の 1因子が抽出された（表 4参照）。

 
表 4 先行要因の因子分析 

  

表 4　先行要因の因子分析
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　RQ2 を解明するため、ワークモチベーションの 4側面（競争志向、貢献・成長志向、協力志向、
完遂志向）それぞれを従属変数、8つの先行要因因子を独立変数とした階層的重回帰分析を
行った（表 5参照）。モデル 1では「職務特性」、モデル 2で「心理的居場所感」、モデル 3で「仕
事の有意味性」を段階的に投入した。VIFはすべて 10 以下であり、多重共線性は認められな
かった。調整済み決定係数についは、表 5のとおりである。
　分析の結果、ワークモチベーションに影響を与えていた先行要因は、「仕事の多様性」、「仕
事の専門性・高度性」、「居場所安心感」、「居場所役割感」、「仕事の有意味性」の 5因子であった。
ワークモチベーション別にみた先行要因との関係では、「貢献・成長志向Ｍ」に対し、「仕事
の専門性・高度性」、「居場所役割感」、「仕事の有意味性」が有意な影響を与えていた（表 5-2
モデル 3）。仕事の専門性など、高度な要求の仕事がなされることや、職場での自分の役割を
明確に認識していること、仕事の意味づけができていることが、「貢献・成長志向Ｍ」を高め
るといえる。
　他のモチベーションの結果を簡単に述べると、「競争志向Ｍ」に有意な影響を与えていたの
は、「仕事の多様性」、「仕事の有意味性」であった（表 5-1）。また、「協力志向Ｍ」で有意な
影響を有するのは、「仕事の多様性」、「居場所安心感」（表 5-3）、「完遂志向Ｍ」では、「居場
所役割感」（表 5-4）であった。
　特に堅実層の特徴的モチベーションである「貢献・成長志向Ｍ」、「完遂志向Ｍ」には、「仕
事の専門性・高度性」、「居場所役割感」、「仕事の有意味性」の 3つが影響を与えていること
が明らかとなった。

 

11 
 

が、「貢献・成⻑志向Ｍ」を高めるといえる。 
他のモチベーションの結果を簡単に述べると、「競争志向Ｍ」に有意な影響を与えてい

たのは、「仕事の多様性」、「仕事の有意味性」であった（表 5-1）。また、「協力志向Ｍ」
で有意な影響を有するのは、「仕事の多様性」、「居場所安心感」（表 5-3）、「完遂志向Ｍ」
では、「居場所役割感」（表 5-4）であった。 

特に堅実層の特徴的モチベーションである「貢献・成⻑志向Ｍ」、「完遂志向Ｍ」に
は、「仕事の専門性・高度性」、「居場所役割感」、「仕事の有意味性」の 3 つが影響を与え
ていることが明らかとなった。 

 
*ｐ＜.05 **ｐ＜.01 
表 5-1 競争志向 M を従属変数とした階層的重回帰分析(n=164) 

 
 

 
*ｐ＜.05 **ｐ＜.01 
表 5-2 貢献・成⻑志向 M を従属変数とした階層的重回帰分析(n=164) 

  

　　　　*ｐ＜ .05　**ｐ＜ .01
表 5-1　競争志向 M を従属変数とした階層的重回帰分析 (n=164)
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が、「貢献・成⻑志向Ｍ」を高めるといえる。 
他のモチベーションの結果を簡単に述べると、「競争志向Ｍ」に有意な影響を与えてい

たのは、「仕事の多様性」、「仕事の有意味性」であった（表 5-1）。また、「協力志向Ｍ」
で有意な影響を有するのは、「仕事の多様性」、「居場所安心感」（表 5-3）、「完遂志向Ｍ」
では、「居場所役割感」（表 5-4）であった。 

特に堅実層の特徴的モチベーションである「貢献・成⻑志向Ｍ」、「完遂志向Ｍ」に
は、「仕事の専門性・高度性」、「居場所役割感」、「仕事の有意味性」の 3 つが影響を与え
ていることが明らかとなった。 

 
*ｐ＜.05 **ｐ＜.01 
表 5-1 競争志向 M を従属変数とした階層的重回帰分析(n=164) 

 
 

 
*ｐ＜.05 **ｐ＜.01 
表 5-2 貢献・成⻑志向 M を従属変数とした階層的重回帰分析(n=164) 

  

　　　　*ｐ＜ .05　**ｐ＜ .01
表 5-2　貢献・成長志向 M を従属変数とした階層的重回帰分析 (n=164)
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*ｐ＜.05 **ｐ＜.01 
表 5-3 協力志向 M を従属変数とした階層的重回帰分析(n=164) 

 
 

 
*ｐ＜.05 **ｐ＜.01 
表 5-4 完遂志向 M を従属変数とした階層的重回帰分析(n=164) 

  

　　　　*ｐ＜ .05　**ｐ＜ .01
表 5-3　協力志向 M を従属変数とした階層的重回帰分析 (n=164)
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*ｐ＜.05 **ｐ＜.01 
表 5-3 協力志向 M を従属変数とした階層的重回帰分析(n=164) 

 
 

 
*ｐ＜.05 **ｐ＜.01 
表 5-4 完遂志向 M を従属変数とした階層的重回帰分析(n=164) 

  

　　　　*ｐ＜ .05　**ｐ＜ .01
表 5-4　完遂志向 M を従属変数とした階層的重回帰分析 (n=164)

　　
4-4. ワークモチベーションがもたらす成果
　成果に関する項目を因子分析（主因子法、プロマックス回転）した結果、6つの成果因子
が抽出された（表 6参照）。職務満足から「職場環境の満足」の 1因子、組織コミットメント
から「組織コミットメント」1因子、ジョブインボルブメントから「人生における仕事の重
要度」の 1因子、組織行動から「役割での能力発揮」、「同僚への援助」の 2因子、ウェルビー
イングから「人生における生きがい」の 1因子であった。
　RQ3 を解明するため、この 6因子を従属変数、4つのモチベーションを独立変数とした重
回帰分析を行った（表7参照）。すべてのVIFは10以下であり、多重共線性は認められなかった。
　分析の結果、多くの成果変数と有意な関係をもっていたのは「貢献・成長志向Ｍ」であっ
た（表 7参照）。つまり、「貢献・成長志向Ｍ」は「職場環境の満足」、「役割での能力発揮」、
「同僚への援助」、「人生における生きがい」、「組織コミットメント」の 5つの因子と有意な関
係にあった。「完遂志向Ｍ」は、「役割での能力発揮」、「組織コミットメント」の 2因子に有
意な影響を与えていた。「協力志向Ｍ」は、「組織コミットメント」と「職場環境の満足」の
2因子に有意であった。「競争志向Ｍ」が有意な効果をもっていたのは「人生における仕事の
重要度」のみであった。
　特に「貢献・成長志向Ｍ」は、多くの成果変数に影響していることが明らかになった。
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表 6 成果の因子分析 

  
表 6　成果の因子分析
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表 7 成果因子を従属変数とした重回帰分析 
 
 

　　　　　　　　　　表 7　成果因子を従属変数とした重回帰分析

５. 考察と結論
　本研究では「堅実層」のワークモチベーションの構造および先行要因や成果との関係を明
らかにすることを目的に 3つのＲＱを設定した。本研究の分析結果を整理しそこから示唆さ
れることを述べる。
　
5-1. ワークモチベーションの構造
　本研究では、「堅実層」のワークモチベーションが４つの因子に分かれる点では、池田・森
永〔2017〕の結果と一致していた。しかし、そのうち２つの因子の内容が異なっていたこと
は新しい発見であった。つまり、「貢献・成長志向Ｍ」、「完遂志向Ｍ」と呼べる因子が確認さ
れたことである。
　「貢献・成長志向Ｍ」は、「学習志向モチベーション」と「達成志向モチベーション」の一
部が融合されたものといえる。つまり、単なる自己成長だけでなく、職場や組織に貢献する
ために学習し、成長するという意識が動機づけを形成している。この達成志向モチベーショ
ンに含まれる仲間や職場、組織への貢献を理解した達成行動が、学習や成長のモチベーショ
ンと一体となって動機づけるということである。
　一般的に知識の習得などの学習行動や成長は自らのため行われるのであるが、「貢献・成長
志向Ｍ」においては、職場や組織に貢献するために学習するといった意識が動機づけを構成
していることを意味している。自己の成長と組織への貢献が一体となっている点が特徴であ
る。
　もう 1つの発見は、池田・森永〔2017〕の「達成志向モチベーション」は、単独では存在せず、
要素が分解されたような結果が見られた点である。貢献と仕事の優先順位に関する 2項目は、
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「貢献・成長志向Ｍ」に入っていた。そして、仕事を粘り強く完成までやり遂げる側面である
2項目だけが独立した因子として「完遂志向Ｍ」を形成していた。これは、堅実層の特徴として、
単なる達成志向ではく、仕事を通じて仲間や組織への貢献を意識し、仲間と協力し合いなが
ら自分が成長すること、そして目標に対して粘り強く取り組む傾向があることを示唆してい
る。この 2つは、「堅実層」の達成志向モチベーションの特徴的な点といえよう。
　
5-2. ワークモチベーションと先行要因の関係
　本研究では、ワークモチベーションに影響を与える先行要因として、「職務特性」、「心理的
居場所感」、「仕事の有意味性」の 3つを分析した。その結果を検討してみる。

1) 職務特性
　「職務特性」の中でも「仕事の専門性・高度性」、「仕事の多様性」の 2つが、ワークモチベー
ションに影響を与えていた。
　「仕事の専門性・高度性」は、高度なスキルが要求されていることであり、自分の職務を果
たすためには多くのスキルを身につける必要がある。つまり学ぶ必要があることを示唆して
いる。「仕事の専門性・高度性」が「貢献・成長志向Ｍ」に有意に働くことは頷ける。
　「仕事の多様性」は、多様なタイプの仕事の遂行と多様な成果が求められることを意味して
いる。このような特性を持つ仕事の遂行には、上司や同僚との情報のやり取りや良好な人間
関係、協力関係が必要である。その一方で、多様な仕事をこなすことが他者より優れた成果
を出す機会にもなるため、「仕事の多様性」が「協力志向Ｍ」と「競争志向M」それぞれに
有意に働いている。つまり、仕事の多様性は、協力と競争という一見すると相反すると思わ
れるモチベーションを共に高めており、これは興味深い結果である。
　また、従来から重要だと考えられてきた「仕事の完結性・見通し」や「仕事での自立性」、
「仕事の重要性」といった「職務特性」は、堅実層のワークモチベーションへの影響力は見ら
れなかった。
　さらに「仕事の専門性・高度性」と「仕事の多様性」とは、相反する要素のように見える。
専門性・高度性と多様性は、スペシャリストとジェネラリストにもなぞらえることができる
ように、この 2つが 1人の中で同時に成立するのは難しい。しかし、仕事の専門性・高度性
においては、多様で異質なスキルも求められており、仕事の専門性・高度性の中に多様性が
内包されているといえる（表 4参照）。多様で異質なスキルとは、組織内の暗黙のルールといっ
た所属組織独特の明文化されない知識・スキルのようなものであり、それが無いと本来の専
門性・高度性もうまく発揮できないことを示唆している。また、多様な仕事・要求への対応力、
多方面からの情報を得るスキルを持ち合わせることで組織や同僚たちからの要求に応えるこ
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とが可能となり、組織への貢献につながる。このような仕事の特性が堅実層の動機づけに影
響しているといえよう。このことから、専門性と多様性は対立するものではなく、むしろ相
互に補完し合う関係にあると考えられる。
　
2) 心理的居場所感
　「心理的居場所感」は、「居場所安心感」と「居場所役割感」がワークモチベーションに影
響を与えていた。
　「居場所安心感」は、「協力志向Ｍ」に、「居場所役割感」は、「貢献・成長志向Ｍ」と「完
遂志向Ｍ」に影響を与えていた。「居場所役割感」は、自分にしかできない役割があり、それ
を通じて職場で役立っている、組織に貢献しているという役割意識を感じていることである。
貢献の意識を持ちながら、学習成長しようとし、自分にしかできない役割があるということが、
明確になっているからこそ「貢献・成長志向Ｍ」を高めている。また、この意識が必ずそれ
をやり遂げようとする「完遂志向Ｍ」に繋がっているといえよう。
　堅実層に対して、求める役割を明確にすること、またその役割が組織や職場に貢献するこ
とに繋がっていることが明確であることが、「貢献・成長志向Ｍ」と「完遂志向Ｍ」を働かせ
るためには重要であると考えられる。
　
3）仕事の意味深さ
　抽出された因子である「仕事の有意味性」もワークモチベーションに対して重要な働きを
していることが明らかとなった。今回のサンプルでは、「競争志向Ｍ」と「貢献・成長志向Ｍ」
に影響を与えていた。仕事の意味づけができているということは、自分自身や自分の人生に
ついて深く考え、仕事やその取り巻く環境との関係づけができているということである。つ
まり、自分自身のことを深く考え、理解していると共に、自分のもつ長所や能力が組織にど
う貢献できるかも理解している状態を指している。換言すると、近視眼にならずに自分の仕
事を広い観点からみて捉えることができ、自分の行動がどうすれば組織や部門の目標達成に
繋がるかということ、そのために自分が何をすべきかを理解しているということである。
　全員戦力化といった観点から、「堅実層」のモチベーションを考える上で、「仕事の専門性・
高度性」、「居場所役割感｣、「仕事の有意味性｣ の 3つは重要な動機づけ要因といえるだろう。
すなわち、堅実層のモチベーションを引き出すためには、仕事の専門性などを高めること、
彼らの独自性の高い役割を認めそれが組織に貢献することを明確にすること、そしてこのよ
うな中に見られる担当する仕事の意義を理解してもらうことが重要である。このような要因
の充実により、堅実層のワークモチベーションも高まり組織の活性化につながるといえよう。
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5-3. ワークモチベーションと成果の関係
　「堅実層」のワークモチベーションと成果との関係を見ていくと、「貢献・成長志向Ｍ」が、
最も多くの成果変数と関係していた。つまり、「職場環境の満足」、「人生における生きがい」、
「役割での能力発揮」、「同僚への援助」の 4つにプラスの効果を与えていた。
　特に、「役割での能力発揮」との関係が顕著であった（表 7-3 参照）。自分の役割を理解し
た上で、能力を発揮して求められる仕事の成果を出し、責任を果たしている状態をあらわし
ている。「貢献・成長志向Ｍ」にある同僚や職場等への貢献を理解し優先順位をつけながら仕
事する。この意識が「役割での能力発揮」を高めていると考えられる。
　また、「人生における生きがい」との関係も興味深く、生きがいとは、自分の存在価値を感じ、
充実した生活を送りながら自分の人生の意味を実感している状態を示している。これは、「仕
事の有意味性」が、先行要因として「貢献・成長志向M」を高めていたことと一致する。つまり、
仕事に意味を見出すことが、人生全体の充実感につながっているといえる。
　さらに、「同僚への援助」のように同僚の相談に乗ったり、困難な状況にいる人を気にかけ、
援助する行動は、職場への貢献意識を促進すると考えられる。「貢献・成長志向M」の高い人は、
組織や周囲に貢献しようとする意識が強いため、自然とこのような支援行動が生まれるので
あろう。
　他のモチベーション（協力志向M、競争志向M、完遂志向M）は、いずれも 1～ 2 つの
成果変数にのみ影響を与えていた。これは、「貢献・成長志向M」が、最も包括的なモチベー
ションであり、多様な成果につながることを示している。
　「貢献・成長志向M」は、組織コミットメント（特に規範的コミットメント）にマイナス
の影響を与えていた。規範的コミットメントとは、組織に恩義を感じたり、辞められないと
感じたりする意識を指す。「貢献・成長志向M」が高い人は、主体的に職場や同僚への貢献
を意識する傾向があり、義務感や恩義によるコミットメントとは異なる動機で仕事をしてい
ると考えられる。したがって、「貢献・成長志向M」が高まるほど、「辞められないから働く」
といった消極的なコミットメントは低下し、会社への「ぶら下がり」も生じないであろう。
この結果は納得のいくものである。
　これらの結果を踏まえると、堅実層のパフォーマンスを最大化するためには、彼らが主体
的に成長し、職場や同僚に貢献できる環境を整えることが重要であると考えられる。
　
5-4. 理論的貢献
　本研究の理論的貢献として以下の点があげられよう。まず、全員戦力化の中心となる「堅
実層」に着目し、池田・森永〔2017〕の尺度を用いてワークモチベーションを測定した。こ
れにより、「堅実層」に特有のワークモチベーションの構造が存在することが明らかとなった。
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　従来のワークモチベーションの研究において、「心理的居場所感」、「仕事の意味深さ」はあ
まり検討されてこなかった。これらの要因が、ワークモチベーションに与える影響を明らか
にし、職場における心理的安心感や、自身の役割の認識、仕事の意味深さがワークモチベーショ
ンを形成する重要な要素であることを明らかにした。
　近年、ワークモチベーションと成果との関係を包括的に整理した研究は少ない。本研究では、
ワークモチベーションが「職場環境の満足」や「役割での能力発揮」など、成果変数とどの
ように関連するかを明らかにした。
　
5-5. 本研究の限界と課題
　本研究には以下の限界があり、今後の研究での改善が求められる。
　本研究は、ウェブ調査によりサンプル数が限られ、属性に偏りがある可能性がある。今後は、
調査手法を多様化し、より多くのデータを収集することで信頼性を高める必要がある。また、
「堅実層」に限定した調査のため、他の年代や職務層では異なる結果が出る可能性がある。今
後は層別比較を行い、より幅広い知見を得ることが求められる。
　仕事の意味づけは組織の文化やビジョンの浸透と関係があり、ビジョン経営の成果指標と
して活用できる可能性がある。これを踏まえ、さらなる研究が必要である。また、収集したデー
タの分析はまだ十分とは言えず、より詳細な分析を行うことで「堅実層」のワークモチベーショ
ンへの理解が深まると考えられる。
　今後は、調査対象の拡大、分析の深化、実務応用の視点を加えた研究を進めることで、よ
り実践的な示唆を提供できるだろう。

　　　　　　　　　　
ⅰ 本論文は、経営行動科学学会、第 26回年次大会（2023 年 10 月 14 日、東京都立大学南大沢キャ
ンパス開催）において発表した論文を加筆・修正したものである。
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